
＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

水産部

水産基盤計画課

H13 H22 20.6

H13 H22 15.35

H13 H17 11.76

H13 H19 11.69

－ － 継続 －

漁船数及び漁業従事者数
は横ばいであるが、漁獲
量については年ごとに変
動がみられる。その年に
おける定置網の漁獲量の
増減による影響が大き
い。

本漁港の主魚
種であるイカは
雨や陽光の影
響を大きく受け
る。そのため、
岸壁の改良によ
る屋根の早急な
設置を求められ
ている。

－ 1.87－ 0.8 3.1 －8.5
事業採択後
５年経過

4.6 60.0大島村

＜大根坂漁港＞
　沖防波堤100ｍ
　西防波堤40ｍ
　-3ｍ岸壁(改良)30ｍ
＜大根坂漁場＞
　魚礁施設　　40.68ha

Ｈ13 Ｈ20
水計
－4

地域水産物供給基
盤整備事業

大根坂地区
(大根坂漁港)
(大根坂漁場)

県
・
村

－ － 継続 －

後継者不足や高齢化に伴
い漁業就業者が減少し、
属地における漁業生産量
は水揚げが他港利用のた
め皆無となっているもの
の、地元登録漁船数等は
増加している。

台風時における
港内静穏度の
確保、漁業所得
の増加・安定の
為の短期養殖・
蓄養計画に対
する支援の要
望がある。

－ 1.09－ 0 13.74 －29.24
事業採択後
５年経過

15.50 53.0長崎市

＜式見漁港＞
　沖防波提１３７ｍ
　沖防波提（B）５５ｍ
　西防波堤（改良）６０ｍ
　防波堤（改良）８０ｍ
　突堤２０ｍ

H13 H22
水計
－3

地域水産物供給基
盤整備事業

式見地区
（式見漁港）

県

事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模縮小
見直し
継続

－

地元漁船や利用漁船及び
漁業就業者数等は減少傾
向にあるものの、漁業生
産量については一定規模
を保っている。一方で、魚
価安への対応が課題と
なっている。計画策定時に
８２隻存在していた地元漁
船が現在７０隻に減少した
こともあり、今回、浮体式
岸壁（Ａ）（改良）４０ｍを取
り止めるよう、事業計画の
見直しを行った。

台風時における
港内静穏度の
確保及び漁業
就労環境を改
善するための浮
体式係船岸の
建設には強い
要望がある。ま
た、ブランド化に
取り組んでいる
釣物の漁場造
成が望まれてい
る。

1.13 1.09－ 2.6 3.09 －

－

水計
－2

地域水産物供給基
盤整備事業

樺島地区
（樺島漁港）
（樺島漁場）

県 長崎市

＜樺島漁港＞
　東防波堤５０ｍ
　護岸（B）（改良）４４ｍ
　突堤（D）２０ｍ
　-3ｍ浮体式岸壁（A）
  （改良）     40ｍ→廃止
　-3ｍ浮体式岸壁（B）
  （改良）     40ｍ
　-3ｍ浮体式岸壁（C）
  （改良）     40ｍ
　-3ｍ浮体式岸壁（D）
  （改良）     25ｍ
＜樺島漁場＞
　魚礁施設
  1,650空m3　→　1,974空m3

事業採択後
５年経過

6.0 51.3

1.15
事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模縮小
見直し
継続

－

漁獲高について一時の水
準より増加傾向にあるが、
後継者不足と高齢化によ
り漁業従事者等は減少し
ていることから、加津佐地
区について、防波堤計画
を見直し、係留施設及び
道路などの整備取り止め
る。また、串崎地区では、
漁港の利用方法を再検討
した結果、現状では道路
の整備が特に必要なく
なった。

廃止する施設に
ついての同意は
得ているが、就
労環境改善の
ための浮桟橋
や串崎地区の
静穏度向上を
図る外郭施設
の整備には、強
い要望がある。

1.0542.0 － 1.4 7.6加津佐町

＜加津佐漁港＞
　防波堤(A)50m→廃止
　防波堤(B)80m→廃止
　防波堤(改良)(A)190m
　防波堤(撤去)62m→廃止
　防波堤(改良)(B)100m
　護岸(改良)110m
　-1.0m物揚場(改良)(A)
                 100m→廃止
　-1.0m揚場(改良)(B)
                 100m→廃止
　浮桟橋1基
　道路(A) 180m→廃止
　道路140m→廃止
　用地(舗装)(A) 1,700m2
　用地(舗装)(B) 4,000m2

事業採択後
５年経過

6.35
水計
－1

地域水産物供給基
盤整備事業

加津佐地区
（加津佐漁港）

県

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表
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事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
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Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業
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平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

H13 H19 11.5

H13 H19 10.6

H13 H20 13.0

H13 H20 9.5

事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模変更
見直し
継続

－

　当該地区の主要漁業で
ある定置網の漁獲量が減
少し、一部の経営体が休
止する状況にあり、それに
伴い漁船数や漁業就業者
が減少傾向にあるが、漁
具保管修理施設用地が不
足している状況は変わら
ない。
　平成１４年度の内防波堤
(A)の完成により、湾奥の
避難箇所が確保されたこ
とから、港内静穏度の向
上を目的に計画していた
東防波堤、南防波堤を廃
止する。一方、小型船の
陸揚げ避難箇所の船揚場
等を保護するため、老朽
化が進んでいる南防波堤
(改良)、Ａ護岸(改良)を追
加する。

　漁具保管修理
施設用地を漁
業集落から離
れた箇所に造
成することによ
り、異臭問題等
が解決し、就労
環境を向上させ
ることから、整
備には強い要
望がある。
　また、南防波
堤(改良)及びA
護岸(改良)は、
避難漁船及び
背後の家屋の
被害を防ぐため
切望されてい
る。

1.06 1.06－ 1.3 2.0 －

－

水計
－6

地域水産物供給基
盤整備事業

岩瀬浦地区
（岩瀬浦漁港）

県
新上五島
町

＜岩瀬浦漁港＞
　東防波堤　　２５ｍ→廃止
　内防波堤（Ａ）　３５ｍ
　南防波堤　　３０ｍ→廃止
　南防波堤(改良)
                  ４０ｍ→追加
　北防波堤（改良）　３５ｍ
　護岸（改良）　　　　４６ｍ
　Ａ護岸(改良) ４０ｍ→追加
　－３ｍ岸壁　　　　 ３０ｍ
　－３ｍ泊地　140㎡(280m3)
　道路（Ａ）　　　　　１５０ｍ
　用地　　　　　 ５，４００㎡

事業採択後
５年経過

6.2 65

1.98
事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模変更
見直し
継続

－

当該地区は荒天時の越波
により港内の静穏度が確
保できていないため、その
向上を目的として北防波
堤（改良）と護岸（消波）を
行ってきており、次第に就
労環境は整いつつある
が、主要漁業である定置
網漁の網の洗浄、補修、
保管する用地がすくない
ためいまだに未舗装であ
る箇所の用地の舗装を計
画した。
また、計画策定段階の平
成１３年度時、小型船の増
加に伴い－２ｍ物揚場を
計画したが、増加傾向で
あった小型船もその後減
少に転じ、増加の見込み
がないものと判断し、今回
廃止することとした。

　社会情勢の変
化により定置網
の保管、修理等
が効率的に出
来る漁具保管
修理施設用地
の舗装要請が
高まっている。

1.7473 － 1.2 1.7
新上五島
町

＜丸尾漁港＞
　護岸（消波）　　　　 89ｍ
　北防波堤（改良）　166ｍ
　浮桟橋　　　　　　　　 1基
　-2m物揚場(係船補助)
                      50ｍ→廃止
　用地（舗装）
          4,840㎡→6,340m2

事業採択後
５年経過

7.7
水計
－5

地域水産物供給基
盤整備事業

丸尾地区
（丸尾漁港）

県
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事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
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（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
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再評価の視点

関連事業
の状況
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情勢の変化

対応方針
（原案）

－ － 継続 －

まき網の漁業生産量、生
産額等については、近年
は好調であるが､他の漁
船漁業及び養殖漁業にお
いては､年ごとに変動はあ
るものの､一定の水準を維
持している。
近年、ふぐ及びかき養殖
においては、地域ブランド
の確立に向けて、漁協と
一体となり、高品質で安全
な養殖生産を積極的に
行っている。

養殖用作業施
設整備の早期
完成を切望して
いる。

－ 1.33- 0.63 1.80
漁場環境保全
創造事業（Ｈ１７
完了予定）

4.55
事業採択後
５年経過

2.12 46.6佐世保市

＜浅子漁港＞
　南防波堤　　　    ４５ｍ
　Ｂ防波堤 　　　    ２０ｍ
　浮桟橋　　　　       １基
　道路　　　         ２７０ｍ
　用地　　       ３，８７０㎡
　用地(改良）  １，６４０㎡
　用地(斜路）　      ２５ｍ
　Ｓ護岸　　　　      ２５ｍ

H13 H21
水計
－9

地域水産物供給基
盤整備事業

 浅子地区
(浅子漁港)

市

－ － 継続 －

漁港関連施設の整備によ
り、漁港機能が充実しつつ
あり、漁業生産額も年々
安定傾向にあるが、地区
内の年齢形態は少子高齢
化が進んでいる。

既設護岸は空
石積で老朽化
が激しい、さら
に台風時には
波が越流する
ので事業の早
期完成を熱望し
ている。

－ 6.63- 1.6 2.8 －20.0
事業採択後
１０年経過

15.6 78.3対馬市
＜鴨居瀬漁港＞
　護岸（Ｃ）　６３０ｍ
　護岸　　　　２２０ｍ

H8 H18
水計
－8

海岸高潮対策事業 鴨居瀬漁港 県

－ － 継続 －

漁獲量については年ごと
に変動はあるものの一定
規模は保っており、また、
親と一緒に出漁している
若者が多く後継者にも恵
まれている。そのため、地
区内の人口及び年齢構成
は安定している。

外郭施設の整
備が進むにした
がい出漁日数
が増加傾向に
あるが、依然と
して港内静穏度
は不足してい
る。また、大型
漁船のための
航路幅の確保
が急務となって
いる。

－ 1.68- 1.5 7 －16.0
事業採択後
５年経過

7.5 46.0平戸市

＜田助漁港＞
　東防波堤20ｍ
　東防波堤(改良)55ｍ
　内防波堤(Ｃ)90ｍ
　防波堤(Ａ)(改良)100ｍ
　防波堤(Ｂ)(補修)40ｍ
　防波堤(Ｃ)(改良)80ｍ
　護岸50ｍ
　護岸(改良)47ｍ
　防波堤(補修)38ｍ
　-3ｍ航路2,200㎡
　浮桟橋1基
　-3ｍ岸壁(Ｂ)60ｍ
　船揚場20ｍ
　船揚場30ｍ
　道路(Ａ)145ｍ
　道路(Ｂ)160ｍ
　道路(Ｃ)15ｍ
　用地(Ｂ)1,000㎡
　用地(Ｃ)120㎡
　用地舗装2,100㎡

Ｈ13 Ｈ19
水計
－7

広域漁港整備事業
田助地区
(田助漁港)

県
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事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

－ － 継続 －

漁業生産量や漁業従事
者数については、横ばい
状態にあるが、漁業者の
高齢化は進んでいるた
め、その対策が必要であ
る。

荒天時にはま
だ港内が荒れる
ので、静穏度確
保のための防
波堤の設置、活
魚出荷の増加
に伴う蓄養施設
の整備及び円
滑な出漁準備、
係留のための
浮体式係船岸
を設置して欲し
いとの要望があ
る。

－ 1.89－ 2.0 5.1
関連道（Ｈ２２完
了予定）

13.0
事業採択後
５年経過

5.9 45.2平戸市

＜早福漁港＞
　北防波堤（改良）　30m
　西防波堤B　50m
　西防波堤（改良）　50m
　東防波堤（改良）　40m
　東防波堤（撤去）　3m
　-3.0m岸壁 70m
　浮桟橋　1.0基
　用地護岸　40m
　浮体式係船岸A　18m
　浮体式係船岸B　30m
　用地（水面）　1,600㎡
　用地（斜路）　20m
　用地（法面）　700㎡
　-2.0m泊地　500㎡
　道路　140m

H13 H21
水計
－12

地域水産物供給基
盤整備事業

早福地区
（早福漁港）

市

－ － 継続 －

少子高齢化等による漁業
従事者数や漁業生産量に
ついては減少傾向にある
ものの、漁船については
若干増加傾向にある。

水産物の円滑
な水揚げ及び
流通を行うた
め、浮桟橋や町
道と町道を結ぶ
臨港道路の整
備を要望。
また、就労環境
の改善のため
斜路に滑り材や
用地の舗装を
要望。

－ 1.82－ 0.5 8.69 -11.19
事業採択後
５年経過

2.0 18.0田平町

＜釜田漁港＞
　防波堤(B)　41m
　防波堤(B)改良　91m
　沖防波堤　100m
　護岸(B)　26m
　-2.0m泊地(A)　12,000㎡
　-2.5m泊地(A)　8,000㎡
　-3.0m岸壁(B)　50m
　-2.0m物揚場(B)　90m
　浮桟橋　１基
　船揚場(改良)　20m
　道路(A)　350m
　道路(B)　480m
　道路(改良)　270m
　用地(改良)　2,100㎡
　用地(B)　7,500㎡
＜横島漁場＞
　魚礁施設　13.56ha

H13 H22
水計
－11

地域水産物供給基
盤整備事業

釜田地区
（釜田漁港）
（横島漁場）

町

－ － 継続 －

漁船数、総トン数は微増
傾向である。漁業生産量、
生産額は、属地量の殆ど
が煮干加工場への水揚げ
であり減少しているが、地
区全体の属人では微増微
減を繰り返し横ばい傾向
である。

当地区は係船
岸充足率10％、
用地充足率
28％と整備が遅
れており、未整
備の外郭施設
に係留し、近隣
の漁港岸壁を
利用し用地不足
に対し急場をし
のいでいる。そ
の為に早急な
施設整備の要
望が強い。

－ 2.17- 1.2 11.4 -21.4
事業採択後
５年経過

8.8 41.2小佐々町

＜神崎漁港＞
　防波堤改良10ｍ
　防波堤80ｍ
　-3ｍ泊地8,700㎡
　航路8,500㎡
　-3ｍ岸壁480ｍ
　-3ｍ岸壁（A)60ｍ
　-3ｍ岸壁（B)60ｍ
　護岸100ｍ
　用地(A)10,800㎡
　用地（B)3,500㎡
　用地舗装1,010㎡
　道路550ｍ

H13 H22
水計
－10

地域水産物供給基
盤整備事業

神崎地区
（神崎漁港）

町

4



＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

H13 H19 19.0

H13 H19 10.3

－1.24 － － 継続－

漁業資源の減少や魚価の
低迷等に伴い、漁業生産
量や生産額は若干の減少
傾向にあるが、漁業従事
者については、高齢化して
いるものの増加している。

労働環境の改
善のため、用地
及び浮桟橋の
早期完成を強く
要望。

－56.7 － 2.0 14.17H22 37.37
事業採択後
５年経過

21.2

－ 継続 －

水計
－15

地域水産物供給基
盤整備事業

深江地区
（深江漁港）
（深江漁場）

町 深江町

＜深江漁港＞
　護岸(A)130m
　護岸(B)50m
　護岸(C)30m
　沖防波堤50m
　沖防波堤（改良）96m
　内防波堤20m
　-2M泊地1式
　-2.5M泊地８,１００㎡
　-2M物揚場55ｍ
　-2.5M物揚場145ｍ
　船揚場30m
　-2M物揚場（改良）390m
　道路(A)360m
　道路(B)280m
　道路（C）８０m
　用地（A）8,500㎡
　用地（B）2,600㎡
＜深江漁場＞完了
　外堤(護岸)738ｍ
　整地1式
　樋門1式
　給水ポンプ1式
　機械器具1式
　電気設備1式
　測量試験1式

H13

係留･停泊に
おける安全性及
び蓄養水面の
確保ならびに港
内静穏度の向
上を図るために
防波堤（改良）
の整備が望ま
れている。

－ 1.94 －0 10.4 －

少子高齢化等により漁業
従事者数は減少傾向にあ
るものの、利用漁船数や
漁業生産量は一定の規模
を確保できている。

事業採択後
５年経過

9.1 46.1 －

－

水計
－14

地域水産物供給基
盤整備事業

獅子地区
（獅子漁港）
（獅子漁場）

市 平戸市

＜獅子漁港＞
　西防波堤（改良）　270m
　西防波堤（新設）　70m
　浮桟橋　1.0基
＜獅子漁場＞　完了
　魚礁施設　14ha
　魚礁施設　14ha

H13 H22 19.50

3.46
事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模縮小
見直し
継続

－

漁業収益に関しては若干
の減少傾向となっている
が、一定規模は確保でき
ている。漁業者数が減少
し、航路を広げる必要が
なったため、-3.0m航路
（防波堤撤去）20mを取り
止める。また、-3.0m泊地
A=1,200㎡については、再
調査により所要の水深が
確保できることが判明し
た。用地舗装A=1,679㎡
は、作業形態の再検討に
より整備の必要がなくなっ
た。

航路の安全性
確保及び荒天
時にはまだ港内
が荒れるので、
静穏度確保並
びに蓄養水面
の確保のため
の防波堤設置
の要望がある。

1.9344.6 － 1.0 4.7平戸市

＜堤漁港＞
　沖防波堤A　40m
　沖防波堤B  110m
　護岸(改良）  140m
　-3.0m航路（防波堤撤去）
                 20m　→　廃止
　-3.0m泊地
        A＝1,200㎡　→　廃止
　-3.0m岸壁　110m
　A物揚場（改良）　105m
　道路　15m
　橋梁（補修）　5m
　用地舗装
          A=1,679㎡　→　廃止
　用地　550㎡

事業採択後
５年経過

4.6
水計
－13

地域水産物供給基
盤整備事業

堤地区
（堤漁港）

市

5



＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

Ｈ13 H21 9.1

Ｈ13 Ｈ21 6.3

H13 H19 7.6

H13 H21 4.6

-1.29
増産目標減による
施設整備費用の
削減

規模縮小
見直し
継続

-

事業対象地域では、漁業
者数の変化は少ないが、
高齢化等により漁場利用
漁船数、漁業生産量、生
産額とも当初計画時と比
較して１０％前後の減少が
見られ、水産業の活力低
下が懸念されている。
　その中で、水産資源の
増殖施設の設置は、漁業
の効率化、漁家経営の安
定に資するものと思われ
る。　　　　　　　　　　事業
規模については、長崎市
第３次総合計画に基づき
増産目標を25％から20％
に縮小したなかで、最適な
事業効果が発揮できるよ
うに見直すを行う。

既設魚礁施設
は、天然礁の補
完として漁業者
に利用されてお
り、魚礁施設の
増加は漁業対
象海域の拡大
につながり、漁
獲量の増加が
期待できるため
事業の完成を
希望している。

1.6313.9 - 0.42 3.12

見直し
継続

－

水計
－18

地域水産物
供給基盤
整備事業

長崎三重地区 市 長崎市

＜三重漁場＞
並型魚礁設置事業
　　ＦＰ3.25型 123基
　　　　　　　　　　(4,219空m3）
増殖場設置事業
　　保護礁 １箇所　　9.61ha
　　育成礁
　　　　　　３箇所  →　２箇所
　　　　　　28.83ha →　18.0ha
　　滞留礁
            ２箇所 　 →　１箇所
            21.8ha 　 →　7.3ha

事業採択後

５年経過
1.06

2.08 2.79
事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模縮小0.9 －

磯焼け等よる周辺海域の
漁業資源の減少に伴い、
漁獲量の減少が見られ
る。特にワカメ養殖につい
ては、中国産を始めとする
輸入品の増加に伴い生産
調整（規模縮小）を余儀な
くされている状況である。
また後継者不足と漁業従
事者の高齢化により、漁
船隻数も若干減少してい
る。そのため、当初輸送施
設として計画していた臨港
道路（橋梁含む）の現道利
用への見直しを行うととも
に、整備過程で行った暫
定泊地（－１ｍ）の有効利
用により、台風時や季節
風時、港奥部への漁船避
難が可能となったため、東
防波堤の整備を取り止め
る。

養殖ワカメの流
通経路の整備
については、生
産量の減少に
伴い現有道路
の利用で可能と
の意見。
また、東防波堤
についても、荒
天時の避難は、
暫定で浚渫した
泊地の利用で
可能との意見。

5.4 85 － 0

－ 継続 －

水計
－17

地域水産物供給基
盤整備事業

南有馬地区
（南有馬漁港）
（南有馬漁場）

町 南有馬町

＜南有馬漁港＞
　東防波堤
　　　　 Ｌ＝100ｍ　→　廃止
　防波堤（改良）　Ｌ＝180ｍ
　護岸　　　　　　   Ｌ＝160ｍ
　-2ｍ泊地　　Ａ＝13,000ｍ2
　-2ｍ物揚場　　 Ｌ＝107ｍ
　浮桟橋　　　　　　　 １基
　船揚場　　　　　　 Ｌ＝30ｍ
　道路（Ａ）　　　　　Ｌ＝56ｍ
　道路（Ｂ）　　　　　Ｌ＝508ｍ
　道路（Ｃ）
　　　　　　Ｌ＝150ｍ →  廃止
　橋梁　　Ｌ＝60ｍ　→　廃止
　用地（Ａ）　　　Ａ＝12,000ｍ
＜南有馬漁場＞
　魚礁施設　　　 3,600空ｍ3

事業採択後
５年経過

漁業資源確保
のため事業継
続を要望

－ 1.51 －0 0.9 －

漁業資源の減少や魚価の
低迷により水揚げ金額が
減少している。また，漁業
従事者の高齢化が進み経
営環境は厳しい。

事業採択後
５年経過

5.2 85 －
水計
－16

地域水産物供給基
盤整備事業

布津地区
（貝崎漁港）
（貝崎漁場）

町
・
漁協

布津町

＜貝崎漁港＞Ｈ１６完了
　南防波堤（改良）等
＜貝津漁場＞
　魚礁施設　　７，２００空m3

H13 H20 6.1
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

H13 H17 6.4

H13 H18 9.4

H13 H22 36.0

H13 H22 36.0

－1.16 － 規模縮小
見直し
継続

－

磯焼け等による周辺海域
での漁類や採貝藻の漁獲
量が減少している。その結
果用地については、利用
を高度化していくこととし、
整備面積を縮小する。

水産業以外の
産業の発展も
望めず漁業に
依存した生活形
態であることか
ら、漁港施設の
充実が強く望ま
れている。

－28.8 － 3.6 22対馬市

＜内院漁港＞
　沖防波堤　９ｍ
　Ａ防波堤　１７０ｍ
　西防波堤　６０ｍ
　東防波堤　１０ｍ
　－３ｍ泊地　４００㎡
　－３ｍ岸壁　１００ｍ
　－２ｍ物揚場（改良）７２ｍ
　道路　１７０ｍ
　用地　4,420㎡→3,200㎡
　－２ｍ泊地（補修）2,500㎡
＜安神漁港＞
　東防波堤　３０ｍ
　導流堤　（改良）　１００ｍ
　護岸（改良）　４０ｍ
　－２ｍ物揚場（改良）５０ｍ
＜久和漁港＞
　沖防波堤　３０ｍ
　東防波堤　６０ｍ
＜安神漁場＞完了
　魚礁施設　1,900空m3

事業採択後
５年経過

10.4
水計
－22

地域水産物供給基
盤整備事業

厳原東地区
（内院漁港）
（安神漁港）
（久和漁港）
(安神漁場）

市

沖防波堤の詳細
設計に伴う工事費
の増加による総費
用額の変更

規模変更
見直し
継続

－

登録及び利用漁船数、漁
業生産量、生産額等につ
いては、年ごとに変動はあ
るものの一定の水準を維
持している。　　沖防波堤
の着手にあたり詳細設計
を実施した結果,整備費が
増加したものである。

現在の航路が
3t未満の漁船し
か航行できない
ため漁場への
入出時間短縮
のために-3m航
路への浚渫を
要望されてい
る。

1.15 1.12－ 2.0 2.0 －

－

水計
－21

地域水産物供給基
盤整備事業

美津島東地区
（赤島漁港）
（鴨居瀬漁場）

市 対馬市

＜赤島漁港＞
　沖防波堤L=40m
　-3m航路A=8000㎡
　-3m岸壁L=65m
　-3m養殖岸壁L=55m
　道路L=150m
　用地A=300㎡
＜鴨居瀬漁場＞完了
　着定基質A=1.0ha

事業採択後
５年経過

5.4 57.5

1.33 － － 継続
漁港環境整備
事業

漁船数、漁業生産量、生
産額等については、年毎
に変動はあるものの一定
の水準を維持している。

安全で快適な機
能設備の充実
が図られるよう
現計画の早期
完成を望む。

－70 － 1 3.6H18 15.2
事業採択後
５年経過

10.6

－ 継続 H12

水計
－20

地域水産物供給基
盤整備事業

櫛地区
（櫛漁港）
（櫛漁場）

市 対馬市

＜櫛魚港＞
　防波堤（Ｂ）40m
　護岸（Ａ）110ｍ
　護岸（Ｂ）90ｍ
　-2.0m物揚場（Ａ）25ｍ
　船揚場20ｍ
　道路（Ｂ）350ｍ
　道路（Ｃ）400ｍ
　用地（Ｂ）300㎡
　用地（Ｃ）6300㎡
＜櫛漁場＞完了

　魚礁施設　2154空ｍ３

H13

 快適な生活環
境創出のため
事業の早期完
成を要望。

－ 1.04 －0.7 1.0 －

漁業資源の減少や魚価の
低迷が見られる。また漁
業従事者数、漁家数並び
に地区人口、地区世帯数
は横ばいの状況にある
が、漁業従事者の高齢化
は進んでいる。

再評価後
５年経過

7.8 82.2 －
水計
－19

漁業集落環境整備
事業

音琴地区
（音琴漁港）

町 東彼杵町

＜音琴漁港＞
　1号集落道97ｍ
　2号集落道490ｍ
　植栽1.0式
　休憩所1.0棟
　便所1.0棟
　水飲場1.0式
　運動施設4,000㎡
　緑地用地4,000㎡
　処理施設用地2,000㎡
　排水本管1,344ｍ
　その他1.0式

H７ H18 9.5

7



＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

－1.50 － － 継続－

　磯焼け等による周辺海
域の漁業資源の減少はあ
るが、漁船数、漁業生産
量、生産額などは年ごとに
変動はあるものの一定の
水準を維持している。

安全で快適な労
働環境実現へ
向け事業継続
を要望

－26.5 － 1.6 13.0Ｈ22 19.9
事業採択後
５年経過

5.3

－ 継続 －

水計
－24

地域水産物供給基
盤整備事業

豊玉西地区
（唐崎漁港）
（小綱漁港）
（豊玉西漁場）

市 対馬市

＜唐崎漁港＞
　防波堤Ａ 　３００ｍ
　防波堤Ｂ（改良）　５０ｍ
　防波堤Ｃ　１００ｍ
　防波堤Ｄ（改良）１００ｍ
　突堤　４５ｍ
　護岸Ａ　２５ｍ
　護岸Ｂ（改良）　１００ｍ
　護岸Ｃ（改良）　１４０ｍ
　護岸Ｄ（改良）　５０ｍ
　－２．５ｍ泊地Ａ　７００㎡
　－２．５ｍ泊地Ｂ
　　　　　　　　　　１，８００㎡
　－３ｍ岸壁（改良）　３５ｍ
　－２ｍ物揚場　５０ｍ
　－２．５ｍ物揚場Ａ　４０ｍ
　－２．５ｍ物揚場Ｂ　５０ｍ
　道路Ａ　１００ｍ
　道路Ｂ　４０ｍ
　用地Ａ　１，０００㎡
　用地Ｂ　１，６００㎡
　用地Ｃ　２，５００㎡
　用地Ｄ（舗装）　５，６００㎡
　護岸Ｆ　６０ｍ
　蓄養水域　１０，０００㎡
　漁場道路（磯）　３８０ｍ
＜小綱漁港＞
　防波堤Ａ（改良）　５０ｍ
　導流堤　２０ｍ
　護岸（改良）　４０ｍ
　浮桟橋　１基
　船揚場　２０ｍ
　用地Ａ（舗装）　１，６００㎡
　用地Ｂ（舗装）６００㎡
＜豊玉西漁場＞
　魚礁設置　３５．６４ha

Ｈ13

荒天時及び強
風時の静穏度
の確保、係留施
設の充実を望
む。

－ 1.25 －1.3 15.6 －

漁業資源の減少や魚価の
低迷等に伴い後継者不足
と漁業従事者の高齢化が
進み経営環境も悪い

事業採択後
５年経過

5.1 23.1 －
水計
－23

地域水産物供給基
盤整備事業

厳原西地区
（瀬漁港）

市 対馬市

＜瀬漁港＞
　沖防波堤　２０ｍ
　沖防波堤（改良）　９０ｍ
　Ａ防波堤　４５ｍ
　護岸　１００ｍ
　Ｂ導流堤　１０ｍ
　内防波堤（改良）　４５ｍ
　Ｂ防波堤（改良）　３０ｍ
　－３ｍ泊地　2,700㎡
　－３ｍ岸壁　５０ｍ
　道路　３６０ｍ
　用地　７００㎡

H13 H22 22.0
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

H13 H22 12.7

H13 H22 11.985

見直し
継続

－1.30 1.09
事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模縮小7.7 －

磯焼け・漁業資源の減少
が進み、漁価の変動も著
しく漁業収益が不安定で、
出荷調整用生簀の安定的
な設置水面が強く要望さ
れている。設置に必要な
静穏水域を確保するため
の概略設計、生簀の配置
計画の再検討の結果、当
初計画より改良延長を縮
減できることが判明したた
め、防波堤改良を縮減す
ることとした。

近年の激浪によ
る防波堤基礎
部の洗掘が進
行しており、地
元から安全な係
留施設の確保
が望まれてい
る。また、魚価
の安定と水産物
の安定供給を
図るため、安全
な蓄養水域の
確保とともに、
効率的な漁業
活動を行うため
に沿岸域での
漁場整備が強く
望まれている。

3.585 30 － 0.7

－ 継続 －

水計
－26

地域水産物供給基
盤整備事業

諸津地区
（諸津漁港）
（諸津漁場）

市 壱岐市

＜諸津漁港＞
（前諸津地区）
　西防波堤（改良）  170ｍ
　東防波堤（改良） 　55ｍ
　護岸（改良） 　　　　55ｍ
　用地舗装
　　3,900ｍ2　→　3,100ｍ2
（竹ノ浦地区）
　防波堤
　　　　　250ｍ　→　105ｍ
　用地舗装　　　 4,856ｍ2
＜諸津漁場＞
　魚礁施設　　　1,200空ｍ3

事業採択後
５年経過

　安全で快適な
労働環境実現
へ向け事業継
続を要望
  蓄養水面を確
保し魚価の安定
を図りたい。

－ 1.22 －2.1 4.7 －

　磯焼け等よる周辺海域
の漁業資源の減少が懸念
されるが、漁船数、漁業生
産量、生産額などは年ご
とに変動はあるものの一
定の水準を維持している。

事業採択後
５年経過

19.9 74 －
水計
－25

地域水産物供給基
盤整備事業

上県西地区
（佐護湊漁港）
（越高漁港）
（女連漁港）
（佐護湊漁場）

市 対馬市

＜佐護湊漁港＞
  島防波堤 30m
  北防波堤(改良) 110m
  護岸（改良） 30m
  東防波堤 30m
  -2.5m泊地2,800㎡
　浮体式係船岸 1式
  道路80m
  用地舗装2500㎡
＜越高漁港＞
  島防波堤 53m
  北防波堤 (改良) 80m
  東防波堤（改良） 39m
  西防波堤（改良） 65m
  護岸（改良） 17m
  -2.5m物揚場（改良） 50m
  船揚場（改良） 24m
＜女連漁港＞
  北防波堤 55m
  護岸 75m
  北防波堤(A) (改良) 36m
  西防波堤（改良） 52m
  護岸(A)（改良） 7m
  護岸(B)（改良） 25m
  用地水面(-2.5m)
　-2.5m泊地1,500㎡
　-2.5m畜用物揚場 30m
  船揚場 12m
  用地 1,300㎡
  道路 280m
＜佐護湊漁場＞
  魚礁施設 74.4ha

H13 H22 26.7
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

－ 継続

漁場の狭隘化
の解消並びに
漁労作業の効
率化を図るため
に、沿岸域の漁
場造成事業の
継続を要望

－ 1.20 －0.2 2.7 －

当地区においては、漁獲
対象が沖合での一本釣り
漁法によるイカ類・ブリ類
に偏重しているため、漁場
狭隘化が懸念されてい
る。また、後継者不足及び
漁業者の高齢化の進行と
あわせ、燃油等漁業経費
の増大により漁家経営も
非常に厳しいものがある。

事業採択後
５年経過

1.4 32.3 －

－

水計
－28

地域水産物供給基
盤整備事業

勝本西地区
（勝本（並）漁場）

市 壱岐市

＜勝本西漁場＞
　魚礁設置　5,145空m3
＜勝本西漁場
　　　　　　　（天ヶ原地先）＞
　着底基質工
　　　500kg自然石　2,581m3
　石止め工
　　　 三基ﾌﾞﾛｯｸB-75　38個
＜勝本西漁場
　　　　　　　（手長島地先）＞
　着底基質工
　　500kg自然石　23,122m3
　石止め工
　　　 三基ﾌﾞﾛｯｸB-60 138個

H13 H22 4.3

1.10 － － 継続－

磯焼け等周辺海域の漁業
資源減少により変動しな
がらも漁業生産量は、一
定の水準を維持している
が、漁価の低迷等により
生産額は減少している。
漁業就業者についても、
後継者不足と高齢化が進
んでいるものの漁業への
依存度は高い状況にあ
る。

安全な漁船の
係留や効率的
な漁業生産活
動のため事業
継続を要望

－26.1 － 0 9.3H22 12.6
事業採択後
５年経過

3.3
水計
－27

地域水産物供給基
盤整備事業

石田地区
（久喜漁港）
（久喜漁場）
（七湊漁場）

市 壱岐市

＜久喜漁港＞
　H護岸(改良)　30m
　中防波堤(A)(改良)　125m
　南防波堤(改良)　90m
　北防波堤　30m
　-6.0m泊地(A)　26,000m2
　-6.0m泊地(B)　8,700m2
＜久喜漁場＞
　魚礁施設　1,200空m3
＜七湊漁場＞
　魚礁施設　1,200空m3

H13
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

Ｈ13 Ｈ22 28.3

Ｈ13 Ｈ22 7.3

見直し
継続

－1.45 1.40
事業計画の見直し
による総費用額の
減少

規模縮小3.7 －

　周辺海域は好漁場に恵
まれていたが、近年、水揚
げ魚種類の変化に加え、
この数年では漁獲量が減
少傾向にあるため、宇久
町では漁獲する魚種を安
定化するため、ヒラメ・マダ
イ・イサキ・カサゴの稚魚
とアワビの稚貝を毎年放
流している。
　このような状況下で、新
たな漁場探索及び漁法研
修に取り組んでいるが、生
産量は減少傾向にあり、
漁業離れが進み組合員数
及び漁船の増加が見込め
ない。計画当初は波浪に
よる静穏度の向上を目的
に整備に取り組んだが、
後継者が不足し高齢化が
進む等の社会情勢の変化
があるため、台風や季節
風時の一時的には他港へ
避難する等の対応とし、外
郭施設などの新設を取り
止めるよう見直しする。

野方漁港及び
小浜漁港には
浮桟橋がなく、
出漁準備及び
荷揚げなどに苦
慮しており労働
環境の改善の
要望があり、ま
た、少子高齢化
対策のため浮
桟橋の早期完
成の強い要望
がある。

3.0 41.5 － 0.6
水計
－29

地域水産物供給基
盤整備事業

宇久島地区
（野方漁港）
（小浜漁港）

町 宇久町

＜野方漁港＞
　北防波堤７０ｍ→廃止
　東防波堤（改良）２０ｍ
　南防波堤（改良）
　　　　　　　２０ｍ　→　３５ｍ
　Ｂ防波堤（改良）
　　　　　　　６５ｍ　→　廃止
　Ａ護岸（改良）６０ｍ
　浮桟橋６０ｍ
　－３ｍ岸壁
　　　　　　　　３０ｍ　→　廃止
　－３ｍ岸壁（改良）
　　　　　　　１００ｍ　→　廃止
　－２ｍ物揚場（改良）
　　　　　　　　９０ｍ　→　廃止
　用地（法面）
　　　　　2,700㎡　→　2,256
㎡
　用地６００㎡　→　廃止
　用地（改良）
　　　　　　1,500㎡　→　廃止
＜小浜漁港＞
（蒲浦地区）
　東防波堤７０ｍ　→　廃止
　西防波堤１０ｍ　→　廃止
　東防波堤（改良）
　　　　　　　　２９ｍ　→　廃止
　西防波堤（改良）７５ｍ
　護岸Ａ（改良）２７ｍ
　護岸Ｂ（改良）
　　　　　　　６０ｍ　→　廃止
　浮桟橋３０ｍ
　道路護岸９６ｍ
　用地（改良）
　　　　　　　７５０㎡　→　廃止
　用地１００㎡
（下山地区）
　東防波堤３０ｍ　→　廃止
　西防波堤（改良）６５ｍ
　－０．５ｍ泊地１，１４０㎡
　船揚場２０ｍ
　浮桟橋３０ｍ
　用地（改良）
　　　　　　２００㎡　→　廃止

事業採択後
５年経過
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

－ － 継続 －

漁港施設は、津和崎漁港
が平成15年度完了、一本
松漁港が平成17年度完了
予定である。
後継者不足等により、漁
業就労者は減少傾向にあ
るものの、漁業生産量は
一定規模を維持している。
今後は、資源回復のた
め、魚礁を設置し、水産業
の推進を図る。

漁獲量の増加
を図るため魚礁
を設置し漁場生
産能力の高い
漁場を拡大する
ことを要望。

－ 1.49－ 0.85 0.35 －10.3
事業採択後
５年経過

9.1 88.3
新上五島
町

＜津和崎漁港＞
　防波堤(改良) 48m
　南防波堤(改良) 60m
　護岸(改良) 33m
　内防波堤(新設) 20m
　-2.5m物揚場(改良) 65m
＜一本松漁港＞
　北防波堤(新設) 30m
　北防波堤(改良) 61m
　護岸(改良) 32m
　内防波堤(新設) 50m
　-2.0m泊地 1,400㎡
　-2.5m航路 1,250㎡
＜津和崎漁場＞

　魚礁漁場 1,600空m3

＜一本松漁場＞

　魚礁施設 1,600空m3

　魚礁施設 1,600空m3

H13 H20
水計
－32

地域水産物供給基
盤整備事業

津和崎地区
（津和崎漁港）
（一本松漁港）
（津和崎漁場）
（一本松漁場）

町

－ － 継続 －

漁業生産量は減少傾向に
あるが、漁船数や漁業就
労者数は、過疎化により
地区人口が下降状況にあ
るなか、ある程度維持され
ている状況にある。

漁業は地区住
民の生活の要
であり、係留･停
泊における安全
性及び蓄養水
面の確保を強く
望まれている。

－ 1.10－ 1.93 3.47 －13.7
事業採択後
５年経過

8.30 60.6西海市

＜平島漁港＞
　西防波堤　130m
　防波堤(撤去)　15m
　-4.5ｍ航路A　1,000㎡
　-4.5ｍ航路B　　600㎡
　-2ｍ泊地　8,500㎡
　-3ｍ泊地　6,000㎡
　-4ｍ泊地　8,000㎡
　-4ｍ岸壁　40m
用地 2,000㎡
用地（-4m水面） 4,000㎡
　浮桟橋　1基

H13 H19
水計
－31

地域水産物供給基
盤整備事業

平島地区
(平島漁港)

市

－ － 継続 －

年々漁業者の高齢化は進
んでいるものの、正組合
員数は現状を維持してお
り、安定した陸揚量を保っ
ている。また、小値賀町漁
協では、イサキ、タチウオ
のブランド化を行い主に関
西方面へ出荷し、市場へ
の定着を図っている。

（柳漁港）
北防波堤　50ｍ
の内35ｍが整
備されている
が、まだ満足な
静穏度が確保
できておらず防
波堤の延長工
事及び高齢者
対策の浮桟橋
の設置が待た
れている。
（漁場）
漁港近接の天
然魚礁付近に
魚礁を設置し操
業の安全性と生
産性の向上を
図るため要望

－ 2.12－ 0.78 3.17 －12.37
事業採択後
５年経過

8.42 68.1
水計
－30

地域水産物供給基
盤整備事業

小値賀島地区
（柳漁港）
（前方漁港）
（浜津漁港）
（前方漁場）
（柳漁場）

町 小値賀町

＜柳漁港＞
　北防波堤　50ｍ
　-3.0ｍ岸壁（改良）　70ｍ
　護岸（改良）　20ｍ
　用地（法面保護）　40ｍ
＜前方漁港＞
　平成16年度事業完了
　防波堤（Ｂ）　50ｍ外
＜浜津漁港＞
平成16年度事業完了
　防波堤（Ａ）　60ｍ外
＜前方漁場＞
　魚礁施設　　　　15.5ha
＜柳漁場＞
　魚礁施設　　　　15.5ha

Ｈ13 Ｈ22
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

－ － 継続 －

漁業資源の減少や魚価の
低迷等に伴い後継者不足
と漁業従事者の高齢化は
進んでいるが、漁船数及
び漁業者数は横ばい状況
であり、事業の進捗に伴
い安定した操業が出来る
ようになってきた。

安全で充実した
漁業の効率化
を図るため、事
業の早期完成
を要望。

－ 1.25－ 3.2 6.5 －22.4
事業採択後
５年経過

12.7 56.8五島市

＜倭寇漁港＞
　南防波堤
　　　　　（坪地区）　１４６ｍ
　南防波堤（改良）
　　　　　（坪地区）　１２０ｍ
　南防波堤
　　　　　（山崎地区）　１９ｍ
　南防波堤（改良）
　　　　　（山崎地区）　６１ｍ
　Ｃ防波堤
　　　　　（女亀地区）　１１ｍ
　護岸（女亀地区）　１４６ｍ
　－３．０ｍ航路
　　　　（坪地区）　７，６００㎡
　－２．５ｍ泊地
　　（女亀地区）　２，６００㎡
　－２．５ｍ物揚場
　　　　（女亀地区）　１３５ｍ
　道路（女亀地区）　３８０ｍ
　用地（坪地区）　４，８６０㎡
　用地
　　　（女亀地区）　７，０００㎡
＜倭寇漁場＞
　魚礁施設　５，４００空ｍ3

Ｈ13 Ｈ22
水計
－34

地域水産物供給基
盤整備事業

倭寇地区
（倭寇漁港）
（倭寇漁場）

市

－ － 継続 －

ブリ等の養殖が盛んで
あったが、近年は一定規
模を確保しながらの状況
にある。今後は新規魚種
の導入や生産物の付加価
値の向上が必要と思わ
れ、これからの水産業振
興施策の推進を図る。

既存施設の老
朽化も進んでお
り、これらの施
設整備により安
全で機能的な漁
業活動の維持
を図るため、事
業継続を要望さ
れている。

－ 1.86－ 0.30 0.3 －3.4
事業採択後
５年経過

2.8 82.3
新上五島
町

＜土井ノ浦漁港＞
　-2m泊地 1,800㎡
　-3m岸壁 1式
　-2m物揚場 120m
　-2m物揚場（補修） 1式
　道路（Ａ） 100m
　道路（Ｂ） 17m
　道路(改良) 1式
　用地（Ｂ） 1,700㎡

H13 H18
水計
－33

地域水産物供給基
盤整備事業

土井ノ浦地区
（土井ノ浦漁港）

町
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

－ － 継続 －

漁港漁場関連施設の整備
により漁港機能が充実し
つつあり、漁業生産額も
年々安定傾向にあるが、
地区内の人口及び年齢形
態は少子高齢化が進んで
いる。

漁獲物の安全
輸送及び鮮度
保持のため早
急な道路整備
が望まれてい
る。また、通学・
通勤、病院等の
公共施設へ通じ
る交通利便性
の向上により、
快適で安心でき
る生活環境の
改善が望まれて
いる。

－ 1.3190 2.5 10.7

地域水産物供
給基盤整備事
業（Ｈ２２完了予
定）

20.0
事業採択後
５年経過

6.8 34.1対馬市 道　路　2，925ｍ H13 H22
水計
－36

漁港関連道整備事
業

五根緒漁港 市

－ － 継続 －

漁業従事者の高齢化及び
魚価の低迷等により多少
の増減はあるものの、全
体的には一定の水準を維
持している。

荒天時にはまだ
港内が荒れる
ので、静穏度確
保のため防波
堤の設置及び
漁船補修のた
め不足している
船揚場の施設
整備が望まれて
いる。

－ 1.56- 2.99 10.12 －31.2
事業採択後
５年経過

18.09 58.0五島市

＜矢神漁港＞
　東防波堤  30m
　西防波堤  30m
　南防波堤  20m
　護岸（改良）  40m
　補助突堤  100ｍ
＜汐池漁港＞
　東防波堤（改良）  70m
　護岸（改良）  65m
　-3Ｍ岸壁  70m
　船揚場  20m
　道路  140ｍ
　用地護岸  50ｍ
　用地  500㎡
＜東風泊漁港＞
　沖防波堤　110ｍ
　南防波堤　20ｍ
　南防波堤（改良）　80ｍ
　防波堤（Ａ）　65ｍ
　船揚場　30ｍ
　用地（舗装）　2,500㎡
＜矢神漁場＞
　魚礁施設　40.7ha
＜江神漁場＞
　魚礁施設　27.4ha

Ｈ13 Ｈ22
水計
－35

地域水産物供給基
盤整備事業

奈留地区
（矢神漁港）
（汐池漁港）
（東風泊漁港）
（江神漁場）
（矢神漁場）

市
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

土木部

都市計画課

H13 H28 348.0

H13 H33 348.0

H3 H14 57.4

H3 H20 59.1

H8 H18 12.3

H8 H17 69.8

H8 H27 69.8

Ｈ3 H16 33.8

Ｈ3 H22 38.0

H8 H20 40.7

1.2 採択時、算出なし －－

平成17年1月に長崎市と
合併。自然環境・住環境
向上のため下水道事業を
継続して推進することに変
わりなし。

当初から事業に
対する関心は
高く、未整備地
区では早期整
備の要望が強
い。

－0.6 15.1 継続 －50
長崎市
（旧外海
町）

事業採択後
１０年経過

25.0 61

計画区域　60ha
計画人口　2,610人
計画汚水量（日最大）
1,340m3/日

都市
－6

公共下水道事業

長崎市特定環境保
全公共下水道
（旧外海町神浦・黒
崎処理区）

市

都市
－1

街路事業
（連続立体交差）

ＪＲ長崎本線 県 長崎市 延長 ２．４ｋｍ
着工準備採択
後５年経過

0.7 0.2 0 0.2 347.1

長崎駅周辺土
地区画整理事
業などと協議調
整を進めてい
る。

踏切対策は重点化されて
おり、早期着工が急務で
ある。

早期着工を要
望

2.15 1.74
完成年度の遅延
による便益の
現在価値低下

－ －継続

都市
－2

街路事業 長池三会線 県 島原市

延長Ｌ＝２，７８０ｍ
幅員Ｗ＝１２～１８ｍ
設計速度　４０ｋｍ／ｈ
橋梁３基

再評価後
５年経過

24.6 42 47 0.2 34.3

周辺道路（国道
251号、県道愛
野島原線、県道
野田島原線）の
整備が進んで
いる。

・火山噴火災害後、避難
道路として周辺道路の緊
急整備が進み、長池三会
線（三会工区）の整備を行
う必要性が低下している。
・萩原工区（H16完）の用
地補償費の増。

・地元に営農意
欲の高い農家
が多く、土地を
手放したくない
と考えている。
・残事業区間
（三会工区）に
ついては中止も
やむなしとの意
向。

2.59 1.10
配分交通量の見
直しによる便益の
低下

特になし H12中止

都市
－3

街路事業 八幡町北門循環線 市 島原市
延長Ｌ＝１，１１５ｍ
幅員Ｗ＝１２ｍ
設計速度　４０ｋｍ／ｈ

事業採択後
１０年経過

10.5 85 82 0.2 1.6 －

地域高規格道路（がまだ
すロード）及び長池三会線
の一部開通により交通量
が増加。

早期全線開通
を望んでいる。

－ 2.30 採択時、算出なし － ー継続

都市
－4

土地区画整理事業 西ノ原 町 波佐見町

区域面積 　A = １６．６ｈａ
建物移転　 N = １２９戸
宅地造成　 A= １１．４ ha
道路築造
           L = ３，９７１．８ｍ
公園・緑地 A = ０．７ｈａ

事業採択後
１０年経過

7.4 10.7 － 0.3 62.1

公共下水道事
業の認可区域
になっている
が、当事業の遅
れにより未整備
となっている。

近年の経済情勢の変化に
よる税収や交付税の減収
に伴い、本町においては
厳しい財政状況にある
が、残事業費及び残事業
量を考慮し工期の延長を
する。

早期完了を要
望

1.64 1.64 特になし － ー継続

都市
－5

長崎都市計画
（長崎国際文化都市
建設計画）
公園事業

稲佐山公園 市 長崎市

Ａ＝１０９．１ｈa
皇太子御成婚記念広場
芝生広場、
アスレッチクの森、
自然散策路、保存緑地等

再評価後
５年経過

12.2 32 28 0.6 25.2

稲佐山公園の
活性化のため、
ドッグランの整
備

経済情勢の悪化による、
市全体予算の減少及び、
国庫補助金枠に余裕がな
い。

早期完了を要
望

－ 11.04
採択時、前回再評
価時、算出なし

－ H12継続
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

計画区域　161ha
計画人口   5,700人
計画汚水量（日最大）
3,000m3/日

H8 H22 61.0

計画区域　168ha
計画人口   5,000人
計画汚水量（日最大）
2,729m3/日

H8 H22 68.4

Ｈ8 Ｈ28 90.8

H13 H22 12.3

道路建設課

H3 H21 100.0

H3 H21 120.0

1.1 採択時、算出なし －

－

宇久町では、交付税の減
による町財政の悪化に加
え、経済状況の低迷、高
齢化、人口の減少が進ん
できている。

加入意向調査
の結果加入率
30.2％（実質加
入率23.2％）と
非常に低い結
果を得ている。

1.6 1.1

浄化槽の耐用年
数がのびたことが
主たる要因であ
る。

特になし

－

都市化の進展は、閉鎖性
水域の口之津港（有明海
流総）の水質悪化を招き、
下水道整備による環境保
全が急務となっている

下水道事業に
対する関心は
高く、早期整備
の要望が非常
に高い

－

－

諫早市は平成１７年３月
１日に近隣４町と市町村合
併を行った。経済情勢が
大きく変化していく中で、
事業の実施にはより一層
の効率性が求められてい
る。また、当該処理区で
は、実際の人口の推移を
勘案し計画人口と区域の
見直しを行い、建設費も近
年の下水道施設建設実績
により修正された費用関
数を用いて、再度算出し
た。

未整備地区に
おいても下水道
の早期整備の
要望が強くなっ
ている。

－ 1.1 採択時、算出なし
計画人口と区
域の見直し

1.0 42.8

0.0 0.0

3.2 23.0

4 100

見直し
継続

－

継続 －

中止 －

52 100

都市
－9

特定環境保全
公共下水道事業

宇久町特定環境保
全公共下水道

町 宇久町

計画区域　34ha
計画人口   820人
計画汚水量（日最大）
435m3／日

社会経済情勢
の変化

0.6

口之津町

計画区域　181ｈａ
計画人口　7,000人
計画汚水量（日最大）
3,500ｍ3/日

事業採択後
１０年経過

47.0
都市
－8

公共下水道事業
口之津町公共下水
道事業

町

都市
－7

公共下水道事業
諫早市特定環境保
全公共下水道事業
（小長井処理区）

市
諫早市
（旧小長
井町）

事業採択後
１０年経過

42.2 47 100

道建
－１

道路改築事業
一般国道４９９号
竿浦拡幅

県 長崎市

延長=2.5km
幅員=13.0(25.0)m
交通容量を拡大し、交通渋
滞を緩和することにより地域
の活性化を図る。

再評価後
５年経過

82.1 68 81 12.0 25.9 －

沿道の宅地造成が進み交
通渋滞が激しくなり、整備
の必要性が増大してい
る。また、平成１７年１月に
長崎市及び６町が合併し
新市となり、幹線道路であ
る本路線の整備は重要で
ある。
・事業費変更の理由
　拡幅を行うにあたり地山
の調査を行った結果,切土
法面の安定を保つためア
ンカーの追加、及び家屋
の移転補償の調査結果に
より事業費を増額した。

地元から整備
促進の要望が
行われている。

2.4 2.1 事業費の増による － H12継続
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

延長=1.3km
幅員=6.0(10.0)m
狭隘区間を解消し、交通の
安全を確保するとともに地域
の連携強化を図る。

H8 H17 21.9

延長=1.3km
幅員=5.5(8.95)m
狭隘区間を解消し、交通の
安全を確保するとともに地域
の連携強化を図る。

H8 H19 14.0

港湾課

H8 H21 21.9

H3 H15 47.5

H3 H19 49.2

H3 H16 30.3

H3 H19 28.3

対馬市
事業採択後
１０年経過

9.8
道建
－２

道路改築事業
(主)桟原小茂田線
桟原拡幅

県 －
見直し
継続

－

人口の減少や高齢化が進
展する離島地域にとって、
地域の連携を促進する生
活道路の整備は重要であ
る。
・事業期間延伸の理由
　境界未定や相続問題等
から用地取得に不測に日
数を要したため事業期間
を２年延伸する。
・事業費変更の理由
　幅員の縮小や河川の付
け替え方法の変更、法面
抑止工の廃止等により事
業費を縮減した。

地元から整備
促進の要望が
行われている。

- 1.7 －
道路幅員の見
直しによりコスト
を縮減した。

70 93 2.9 1.3

港湾
－1

瀬川港改修事業
畑下地区
小型船だまり整備

県 西海市

防波堤　延長115m
護岸(防波)　延長147.5m
物揚場(-3.0m)　延長65m
物揚場(-2.0m)　延長175m
浮桟橋　1基
浮桟橋(改良)　1基
船揚場　延長10m
道路　延長100m
ふ頭用地　面積　2,100㎡

事業採択後
１０年経過

17.7 80.8 － 0.2 4.0 －

  漁業就労者の負担を軽
減するため、早急に事業
進捗を図っていく。
　平成17年4月1日より「西
海市」として市制がスター
トした。

　畑下地区は漁
船施設が未整
備であるため、
効率性・安全性
の向上から早
急な整備が望ま
れている。

－ 1.1 採択時、算出なし － 継続 －

港湾
－2

田結港改修事業
大門地区
小型船だまり整備

県 諫早市

防波堤　延長483.4m
護岸(防波)　延長21.6m
物揚場(-3.0m)　延長210m
船揚場　延長50m
道路　延長510m、幅員6m
ふ頭用地　面積10,400㎡

再評価後
５年経過

44.9 91.2 － 1.6 2.7

　ふ頭用地背後
の諫早市の埋
立用地には、平
成１７年度から
汚水処理場の
建設に着工予
定である。

　ふ頭用地埋立工事との
工程調整により工期を延
長したが、今後は計画的
な事業進捗が図れる。ま
た、物揚場の基礎地盤が
軟弱なため、地盤改良に
費用を要し、事業費が増と
なった。
　平成17年3月1日より「諫
早市」として市制がスター
トした。

　大門地区は漁
船用の係留施
設が全く無く、
地元漁民から
早急な整備が
望まれている。

1.1 1.8
全国統一の算定
手法へ見直し

－ 継続 H12

港湾
－3

須川港改修事業
須川地区
国内物流ターミナル
整備

県 西有家町

防波堤(A)　延長81m
防波堤(B)　延長100m
護岸(防波)　延長110m
岸壁(-5.0m)　延長80m
道路　延長290m、幅員6m
泊地　面積16,000㎡
航路  面積15, 000㎡
ふ頭用地　面積7,000㎡

再評価後
５年経過

20.6 72.8 － 2.4 5.3 －

　浚渫土砂は、他工事へ
流用しており、工程調整に
より工期を延長したが、今
後は計画的な事業進捗が
図れる。また、浚渫土砂の
他工事への流用により、
事業費が減少した。
　建設資材の取扱貨物量
は雲仙普賢岳災害復興事
業等により、平成9年に約
190千ｔ/年とピークを迎え
たが、近年は横ばいで推
移しており、取扱貨物量は
約100千t/年である。

　貨物船の大型
化に伴い、現在
使用している狭
隘かつ老朽化し
た水深不足の
施設に代わる増
深施設の早期
完成が望まれて
いる。

1.3 1.4
全国統一の算定
手法へ見直し

－ 継続 H12
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

H8 H21 16.2

H3 H20 44.5

H3 H24 58.6

H3 H20 14.5

H3 H19 16.3

H8 H20 18.2

H8 H19 26.9

H8 H22 22.5

H8 H22 10.9

港湾
－4

川棚港改修事業
百津地区
臨港道路整備

県 川棚町
道路　延長1,008m、幅員6m
橋梁　1基

事業採択後
１０年経過

6.9 42.4 0 0.2 9.1
　岸壁(-4.5ｍ)
はH12年度まで
に完成済み。

　隣接する国道管理者の
国土交通省および橋梁で
またぐ鉄道を管理するJR
との協議に長期間を要し
たが、H14年度より用地説
明会を開催し本格的に用
地交渉に入っている。

　国道との交差
点付近は慢性
的な交通渋滞を
起こしており、
渋滞の緩和や
交通事故防止
の意味からも整
備の要望は強
い。

－ 1.3 採択時、算出なし － 継続 －

港湾
－5

比田勝港改修事業
比田勝地区
防波堤整備

県 対馬市 防波堤　延長350m
再評価後
５年経過

32.6 55.6 － 0.0 26.0 －

　比田勝港内の別地区を
優先したため、工期を延
長した。また、当初想定し
ていたよりも地盤線が深
かったため事業費が増と
なった。
　平成16年3月1日より「対
馬市」として市制がスター
トし、新市においても対馬
島北部の玄関口として、
みなと整備に対する要請
は高い。

　港内の波が高
いため、防波堤
の早期完成が
望まれている。

1.1 1.3
全国統一の算定
手法へ見直し

－ 継続 H12

港湾
－6

比田勝港改修事業
比田勝地区
小型船だまり整備

県 対馬市
物揚場(-3.0m)　延長347m
物揚場(浮桟橋)　1基
船揚場　延長20m

再評価後
５年経過

14.2 87.2 － 0.1 2.0 －

　物揚場の基礎地盤が軟
弱なため地盤改良に費用
を要し、事業費が増となっ
た。
　平成16年3月1日より「対
馬市」として市制がスター
トした。

　漁業活動の効
率化及び安全
性の向上から
早急な整備が
望まれている。

1.1 1.6
全国統一の算定
手法へ見直し

－ 継続 H12

港湾
－7

有川港改修事業
有川地区
小型船だまり整備

県 新上五島町

防波堤　延長170m
物揚場(-3.0m)　延長270m
物揚場(-2.0m)　延長50m
浮桟橋　3基
道路　延長393m、幅員6m

事業採択後
１０年経過

12.8 70.3 － 1 4.4

　新旅客ターミ
ナルが平成16
年12月に供用
開始した。

　漁業就労者の負担を軽
減するため、早急に事業
進捗を図っていく。
　平成16年8月1日より「新
上五島町」として町制がス
タートした。

漁船用の係留
施設が不足して
おり、効率性・
安全性の向上
から早急な整備
が望まれてい
る。

－ 2.4 採択時、算出なし － 継続 －

港湾
－8

富江港改修事業
富江地区
離島ターミナル整備

県 五島市

防波堤　延長150m
岸壁(-5.5m)　延長200m
道路　延長325m、幅員6m
ふ頭用地　面積　20,000㎡

事業採択後
１０年経過

21.3 79.1 － 1.9 3.7

　平成16年度よ
り環境整備事
業を実施してい
る。

　浚渫土砂の他工事への
流用に伴う工程調整によ
り長期間を要した。
　平成16年8月1日より「五
島市」として市制がスター
トした。

　貨物船の大型
化に伴い、増深
施設の早期完
成が望まれてい
る。

－ 1.3 採択時、算出なし － 継続 －

港湾
－9

古江港海岸保全事
業

護岸整備 県 平戸市

古江地区　護岸(改良)
　　　　　　　　760ｍ→1,200ｍ
木引地区　護岸(補強)
　　　　　　　2,608ｍ→1,211ｍ

事業採択後
１０年経過

8.2 75.2 － 0.45 2.3 －

古江港地区において、護
岸の老朽化が進行し、土
砂の吸い出しをうけている
箇所が発生しており、その
区間を計画延長に追加。
木引地区の背後利用状況
において休耕田等による
背後用地の利用状況の変
化に伴い防護が必要な用
地が減少したため、事業
縮小見直し。

　民生の安定を
図るため、整備
の早期完成が
望まれている。

－ 1.3 採択時、算出なし 規模変更
見直し
継続

－
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

H8 H25 17.10

S63 H20 15.8

S63 H21 16.1

H8 H19 16.0

H3 H16 58.1

H3 H18 65.1

河川課

H3 H20 55.0

H3 H25 63.5

67.6 69.9 0.5五島市

L=4,090m
河道拡幅に伴う、河床掘削、
築堤、護岸整備、橋梁架替、
堰改築等

再評価後
５年経過

42.9
河川
－1

総合流域防災事業 牟田川 県 20.1 －

・周辺の人口、商業、経済
等の動向において、大き
な変化は見られない。
・事業費増の理由：当初想
定していた以上に地盤が
軟弱であったため。
・工期延長の理由：上記理
由および用地補償難航の
ため。

早期完成を望
んでいる。

1.17 1.13
算出手法の変更、
事業費の増

可能な限りコス
ト縮減を図る。
上流にダム適
地がないなど、
比較して決定。

継続 H12

港湾
－10

面高港海岸保全事
業

護岸整備 県 西海市 護岸(改良)　951ｍ
事業採択後
１０年経過

3.10 18.1 － 0.43 13.6 －

　面高地区の護岸背後に
は民家が建ち並んでおり、
既設護岸は天端高が低く
老朽化も著しいため、越波
等による被災の恐れがあ
るが、既設護岸の老朽化
が進行している。

　石積護岸の老
朽化が著しいた
め、早急な護岸
の整備が望ま
れている。

－ 1.4 採択時、算出なし － 継続 －

港湾
－11

下田港海岸環境整
備事業

海岸環境整備 県 松浦市

突堤　3基
離岸堤　310ｍ
遊歩道　1,920㎡
護岸　640ｍ
植栽　1,920㎡
人工海浜　34,000㎡

再評価後
５年経過

8.8 54.7 － 0.42 6.9 －

　離岸堤建設による定置
網への影響により一時休
止し、平成１３年に漁協の
同意が得られた。今後は
計画的な事業の進捗が図
れる。
　一部構造の見直し(離岸
堤)により事業費が増と
なった。

　高潮対策はも
ちろんのこと、
夏場の海水浴
場としても、整
備の早期完成
が望まれてい
る。

1.1 1.7
平成16年度の支
払意志額アンケー
ト結果による

－ 継続 H12

港湾
－12

川内港海岸環境整
備事業

海岸環境整備 県 平戸市

突堤　1基
護岸　510ｍ
遊歩道　6,700㎡
植栽　14,400㎡
人工海浜　37,000㎡

事業採択後
１０年経過

10.7 66.9 － 1.5 3.8 －

　H14年に海浜の一部に
希少植物生息が確認さ
れ、養浜面積について規
模縮小を行った。
　海水浴利用客が多く引
き続き海浜の利用が見込
まれる

　地元観光拠点
となるため、整
備の早期完成
が望まれてい
る。

－ 1.8
平成16年度の支
払意志額アンケー
ト結果による

－ 継続 －

港湾
－13

田結港海岸環境整
備事業

海岸環境整備 県 諫早市

突堤　3基
人工海浜(養浜)　140,000m3
人工海浜(潜堤)　340m
護岸　784ｍ
遊歩道　41,860㎡
植栽　18,700㎡

再評価後
５年経過

58.3 89.6 － 3.6 3.2

　隣接する田結
港改修事業は
H19完了予定で
ある。

　当飯盛町を含む1市5町
の市町村合併により、来
場者の増加が期待され
る。
　一部構造の見直し(基礎
工、養浜)により事業費が
増となった。

　H14に第1期工
事が完了後一
部供用している
が、利用客の入
りも良く、早期に
第2期工事の完
了が望まれてい
る。

1.3 H121.1
平成16年度の海
岸利用者アンケー
ト結果による

－ 継続
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

砂防課

集水井工　19基
集水ボーリング工　279本
排水ボーリング工　19本
横ボーリング工　27本
杭工　403本

H8 H28 20.2

集水井工　19基
集水ボーリング工　279本
排水ボーリング工　19本
横ボーリング工　27本

H8 H28 12.0

住宅課

H8 H20 48.41

砂防
－1

地すべり対策事業 大野 県 佐世保市
事業採択後
10年経過

3.3 27.7 100 0.4 8.3 －

全７ブロックの内、抑制工
を実施した末端部Ｂブロッ
クについては、地下水位
の低下が認められ対策効
果が発現している。その他
の未対策ブロックについて
も地下水位が非常に高く
異常降雨の際には斜面の
安定度が一気に低下する
ことが懸念されるため、抑
制工の早期完成が望まれ
る。地区全体の地すべり
運動は近年、小康状態で
あることから、今回抑止杭
工の廃止見直し（事業費
減）を行った。また、当地
区の斜面は近年急速に宅
地化が進み基本計画策定
時と比較して民家数が激
増している。末端部には一
級市道、私鉄（松浦鉄
道）、二級河川（相浦川）
等の重要な公共施設が存
在しており、対策工の早期
完成が望まれる。

地すべり対策工
事の早急な完
成を望んでい
る。

- 26.03 採択時、算出なし
抑止杭工の廃
止見直し

見直し
継続

－

住宅
－1

住宅市街地総合整
備事業（泉・住吉地
区）

市 長崎市

地区面積A=11.9ha
・住宅等の計画：約230戸
　　　　　　　(207戸施工済)
・街路L=820ｍ
・泉町公園A=1.0ha(施工済)
・住吉公園A=0.44ha(施工済)
・雨水渠L=445ｍ
・道路L=106ｍ

事業採択後
10年経過

35.12 73 65 0.12 13.17

・関連公共施設
事業については
泉町公園、住吉
公園は平成15
年度までに完了
し、その他の街
路、道路、雨水
渠については、
概ね順調に進
捗している。(平
成20年度に完
了予定)

・拠点地区であるＡ工区に
は県住宅供給公社の分譲
ﾏﾝｼｮﾝが１２０戸、Ｂ工区
のNBC社宅跡に民間分譲
ﾏﾝｼｮﾝ87戸が建設されて
いる。Ｂ工区の平田工業
所跡地については厳しい
経済状況の中、住宅建設
は現在のところなされてい
ないが、今後も住宅建設
を誘導していく。

・住吉町高田郷
線は通学路と
なっており、3.0
ｍの歩道の完
成により、交通
事故、犯罪が減
り、住みやすい
環境になったと
地元住民から
は、大変喜ばれ
ている。又、道
路拡幅により、
バスとの交互通
行が可能にな
り、渋滞緩和の
効果は大きい。
・花丘町住吉町
線についても幹
線道路（バス路
線、通学路）で
あるため、以前
より泉町中央自
治会から拡幅と
歩道設置の要
望があり平成１
６年度に新規採
択され平成１８
年度に完了予
定である。

- －1.49 採択時、算出なし - 継続
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

区域面積Ａ:35.2ha
修景施設整備：35棟
生活環境施設整備：１カ所
道路美装化：4,392m2
小公園整備：１カ所

H8 H17 6.6

区域面積Ａ:35.2ha
修景施設整備：50棟
生活環境施設整備：１カ所
道路美装化：8,042m2
小公園整備：１カ所

H8 H22 8.2

－1.03 採択時、算出なし 規模拡大
見直し
継続

・屋外広告物助
成事業
・景観資産助成
事業

景観緑三法の成立に伴い
街づくりの気運が高まって
おり、地元要望により修景
事業を継続したい.また道
路美装化の範囲を拡大し
ていく。

事業継続を希
望

-72 - 0.6 1.7島原市
事業採択後
10年経過

5.9
住宅
－2

街なみ環境整備事
業

市
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

農林部

農村整備課

H12 H16 16.0

H12 H18 13.9

H12 H18 37.0

H12 H20 31.5

H12 H18 6.5

H12 H18 4.4

H12 H21 57.3

H12 H21 56.5

H12 H17 11.1

H12 H19 6.8

農整
－１

畑地帯総合整備事
業（担い手育成型）

白木野 県 南有馬町

受益面積　　　　　４１ｈａ
区画整理　　　　　３６ｈａ
畑かん　　　　　　 ３５ｈａ
農道工　　　　　　１，７９０ｍ

事業採択後
５年を経過

9.3 67 100 1.5 3.1

本地区内を縦
断する一般県
道山口・南有馬
線道路改良工
事が平成１６年
度に完成した。

南有馬町は、農業就業人
口比率３３％と非常に高
く、農家戸数は幾分減少し
ているものの、戸あたり経
営耕地面積は増加傾向に
あり、担い手への農地流
動化が進んでいる。事業
工期は、換地計画の決定
に時間を要し２年延長。事
業費は物価変動により
減。

受益者、地域住
民、南有馬町と
もに早期完成を
望んでいる。

　－ 1.22 該当なし

現場発生材に
よる石積の施
工、ﾌﾞﾛｯｸ積み
の裏込材（間隙
充填材）に再生
ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ使用
代替案　特にな
し

継続 －

農整
－２

畑地帯総合整備事
業（担い手育成型）

原尾 県 有家町

受益面積　１００ｈａ
区画整理　１００ｈａ
畑かん　　　７２ｈａ

事業採択後
５年を経過

6.4 20 8 2.5 22.6 －

有家町は、農業就業人口
比率２３％、専業農家率４
１％と非常に高く、Ｈ１３年
度の農業産出額も県内第
９位など、農業を基幹産業
としている。事業工期は、
文化財範囲の拡大により
調査・対策に時間を要し２
年延長。事業費は物価変
動による減。

受益者、有家町
とも早期完成を
望んでいる

　－ 1.07 該当なし

再生クラッ
シャーン及び２
ｍ規格二次製
品の使用
代替案　特にな
し

継続 -

農整
－３

畑地帯総合整備事
業（担い手支援型）

長与岡北 県 長与町
受益面積　３２ｈａ
畑かん　　３２ｈａ

事業採択後
５年を経過

4.0 91 100 0.3 0.1

長与岡北２期地
区
事業内容
　：農道・排水路
H13着工し、H18
完了予定

本地区は長与町のミカン
の主要産地であり、本事
業による農業基盤の整備
は町農業振興・発展にとっ
て重要である。事業工期
の変更はない。事業費に
ついては、物価変動及び
工法変更により減。

受益者、町とも
に早期完成を望
んでいる

　－ 1.14 該当なし

かんがい施設
の配管浅埋設
代替案　特にな
し

継続 -

農整
－４

広域農道整備事業 大村東彼杵 県
大村市
東彼杵町

受益面積1,550ha
受益戸数991戸
道路工5,750m
幅員8.00m(6.00)

事業採択後
５年を経過

23.3 41 99 12 21.2
大村東彼杵２期
地区　L=6,200m
H17～H24

東彼杵町における農業の
占める割合は、産業生産
額で24%、産業別就業人口
で20%と高い。特に3ha以
上の大規模農家は、15戸
増え県平均の3%に比べ7%
と高い。事業工期の変更
はない。事業費は物価変
動による減。

受益者・地域住
民、大村市、東
彼杵町ともに早
期完成を切望し
ている。

　－ 1.03 該当なし

道路構造令の
特例値(縦断勾
配8%)を採用し
切盛土量の縮
小や橋梁延長
を短縮　代替案
特になし

継続 －

農整
－５

農免農道整備事業 木場 県 宇久町

受益面積85ha
受益戸数67戸
道路工3,694m
幅員5.00m(4.00)

事業採択後
５年を経過

2.6 38 62 0.5 3.7 －

宇久町によける農業就業
人口比率は１４％と県全
体の７％を大きく上回り、
農業産出額もＨ９以降は
減少傾向であったが、Ｈ１
４にはＨ９までの額まで増
加している。事業工期は、
名義者多数の郷有地の手
続きに時間を要し２年延
長。事業費については、工
法変更及び物価変動によ
る減。

受益者・宇久町
ともに早期完成
を望んでいる。

　－ 1.02 該当なし

ﾙｰﾄ変更に伴う
橋梁工→ﾎﾞｯｸｽ
ｶﾙﾊﾞｰﾄ工の変
更
代替案 特にな
し

継続 －
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

H12 H16 4.0

H12 H18 3.0

H8 H17 10.5

H8 H17 10.5

H12 H18 31.0

H12 H20 26.5

H7 H18 7.8

H7 H18 6.2

S59 H16 10.2

S59 H19 9.4

農整
－６

一般農道整備事業 以善 県 田平町

受益面積146ha
受益戸数46戸
道路工1,828m
幅員7.00m(5.50)

事業採択後
５年を経過

1.6 52 82 0.6 0.8

国営農地再編
事業「北松地
区」H14完
畑地帯総合整
備事業「田平地
区」　　H10完

総就業人口に対する農業
就業割合、地域経済に占
める農業産出額及び戸当
り平均耕地面積はＨ２以
降ほぼ横這いで推移して
おり、農業は本町の主要
産業である。事業工期は、
買収予定地の抵当権解除
に時間を要し２年延長。事
業費については、工法変
更及び物価変動による
減。

受益者・田平町
ともに早期完成
を望んでいる。

　－ 1.02 該当なし

既設道路利用
及び地形勾配
に合わせた設
計によりブロッ
ク積み等構造
物の減
代替案　　特に
なし

継続 －

農整
－７

一般農道整備事業 白浜 県 対馬市

受益面積121ha
受益戸数55戸
道路工1,500m
幅員7.00m(5.50)

社会経済状況
の急激な変化

7.8 74 62 0 2.7

受益地内の農
業生産の核とな
る土地総事業
が、受益農家の
営農意欲低下
により事業計画
の樹立が出来
なかった。

上対馬町の専業農家は、
Ｈ７より約８０％と減少し、
男子生産年齢がいる世帯
は皆無であり、第１種兼業
農家はＨ２から６７％の減
となっている。事業工期は
ない。事業費は、物価変
動による減。

当初予定してい
た土地総事業
が無くなり、農
道としての費用
対効果が出な
ければ、今後の
事業推進は困
難と判断してい
る

　－ 1.08

農産物価格の低
迷や受益農家の
後継者不足及び
投資意欲が減退
する中で遊休農地
が増加した。

裏込材・基礎砕
石・路盤材に再
生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ使
用
代替案　　特に
なし

中止 H13

農整
－８

経営体育成基盤整
備事業

古江・田中 県 深江町
受益面積　９０ｈａ
区画整理　９０ｈａ

事業採択後
５年を経過

15.8 60 39 3.9 6.8 －

深江町は、農業就業人口
比率１９％、専業農家率３
２％と高く、農家戸数は幾
分減少しているものの、戸
あたり経営耕地面積は増
加傾向にあり、３ｈａ以上
の大規模農家は１０年間
で１３戸から２７戸と倍増し
ており、担い手への農地
流動化が進んでいる。事
業工期は、文化財調査に
より２年延長。事業費は、
物価変動による減。

受益者、深江町
とも早期完成を
望んでいる

　－ 1.04 該当なし

現場発生材に
よる石積の施
工、路盤材や砕
石舗装に再生ｸ
ﾗｯｼｬｰﾗﾝ使用
代替案　特にな
し

継続 -

農整
－９

地すべり対策事業 上本山 県 佐世保市

受益面積100ha
受益戸数42戸
杭打工  403本
横孔ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 42孔
排水路工　844m

再評価後
５年を経過

3.3 53 100 0.4 2.5 －

農業就業人口・専業農家
の減少は見られるが、本
地域における農業は基幹
産業であり、生活道路及
び多数の民家が集中する
区域の地すべり防止は必
要不可欠である。事業工
期の変更はなし。事業費
については、物価変動に
よる減。

受益者・地域住
民、佐世保市と
もに早期完成を
切望している。

　－ 3.94 該当なし

コスト縮減：特
になし。
代替案：特にな
し。

継続 H12

農整
-10

地すべり対策事業 大野 県
長崎市
（旧外海
町）

水路工　L=2,265m
集水井工　N=5箇所
水抜ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞN=43本
杭打工　N=348本

社会経済状況
の急激な変化

5.9 63 53 0.1 3.4 －

農業就業人口、農家戸数
は減少しているが、都市
部へ通勤する住民は増加
し、地すべり区域内を西彼
半島の西側幹線道路であ
る国道２０２号が通る。事
業工期は、平成１６年梅雨
による地すべり兆候により
３年延長。事業費は、物価
変動による減。

地域住民の早
期完成要望は
強い

　－ 1.35 該当なし

コスト縮減　特
になし
代替案　特にな
し

継続 H11
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＜別記　4＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用 地
進捗率

Ｈ17年度
事業費

Ｈ18年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成17年6月16日作成平成１７年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

整理
番号 事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 前回審議
年度

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

対応方針
（原案）

林務課

H12 H26 30.0

H12 H26 26.6

Ｈ12 H16 4.0

Ｈ12 H19 5.8

H7 H17 5.3

H7 H22 7.5

-1.35 全体事業費の減

・路肩内にＬ型
側溝の設置
・一部区間幅員
の縮小
・他施設での代
替は困難

見直し
継続

林務
-2
坂野地区地すべり防
止事業

地すべり防止施設 県 松浦市
アンカー工・杭工・地下水排
除工

事業採択後
５年経過

3.9

- 0.6 19.1

67.7 - 0.4 1.5

25.9 －

・林道利用区域内では継
続的に森林整備が行われ
ており、開設に伴い同区
域内の緊急に間伐を必要
とする人工林450haの更な
る森林の整備が見込まれ
る。

・林業生産性の
向上や輸送力
が増強され地域
林産業が活性
化するため、地
元及び町は早
急な完成を望ん
でいる。

1.20

－

H12

市道の改良工事が完了
し、住民の利便性が向上
していたが、平成１４年の
豪雨により、新たにＣブ
ロックの地すべりが発生し
た。よって、交通の安全を
図るため、当該事業の早
期概成が望まれている。

早期の概成を
要望し、工事へ
の協力も良好で
ある。

2.07 1.29
計画事業費の増に
よる。

コスト縮減への
取り組みは、進
んでいる。地域
への影響は大
きく地すべり対
策として実施が
必要。

継続 -

林務
-3

森林整備事業
森林管理道
狩尾青海線

市
対馬市
（旧峰町）

幅員 W=4.0
延長 L=３,000m
利用区域森林面積 １32ha

再評価後
５年経過

5.1 68.0 - 0.4 2.0 －

前回再評価時期と情勢の
変化はないが、本町にお
ける林家の高齢化、後継
者不足は深刻でこれら労
働力不足を解消し、森林
を適正に管理し林業の活
性化を図るためには林道
の整備は是非とも必要で
ある。また、地形が急峻な
ため構造物が増大し事業
費が増加したこと等で事
業進捗が遅れている。

林業生産性の
向上や輸送力
が増強され、林
業従事者の定
住促進が図ら
れるので、地元
及び町は早急
な完成を望んで
いる。

－ 1.14 該当なし

既設道路から
離れた森林内
の森林管理道
であり、他の施
設での代替は
困難である。

継続

林務
-1
森林整備事業

森林管理道
上五島縦貫線

県

新上五島
町
（旧上五
島町、旧
若松町）

延長　10.740ｍ
幅員　5.0m→4.0～5.0m
利用区域面積　761ha

事業採択後
５年経過

6.9
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